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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

本計画は、以下の｢多治見市福祉基本条例｣の理念に基づき基本目標を掲げ、計画の施策を展

開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 基本目標 

第７次多治見市総合計画では、第７期計画と同様に｢元気｣をキーワードとしたまちづくりを

展開しています。 

そこで、本計画の基本目標は、第７期計画を踏襲して以下のように設定し、高齢者が元気で、

住み慣れた地域や住まいで、自分らしく暮らし続けられることを目指します。 

＜基本目標＞ 

 

 

 

 

 

 

  

多治見市福祉基本条例 基本理念 （第３条） 

 

１ すべての市民が個人として尊重される社会 

２ すべての市民が偏見を持たず、差別しない、差別されない社会 

３ すべての市民が生きがいを持てる社会 

４ すべての市民が健やかに暮らせる社会 

５ すべての市民が地域で生活し続けることができる社会 

６ すべての市民が相互に支え合い連帯する社会 

７ すべての市民が安心して生活できる社会 

８ すべての市民が福祉のまちづくりに参加する社会 

 

 

いつまでも元気で、地域で支え合うまち 

～地域共生社会の実現～ 
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３ 2025・2040 年までの中長期的な視点に立った施策の展開 

本市の令和７（2025）年に推計される人口は約10万２千人、令和22（2040）年に推計さ

れる人口は約８万６千人（9頁参照）となっており、現在（令和２（2020）年）より令和７

（2025）年では7,600人、令和22（2040）年では２万３千人減少すると予想されます。一

方、後期高齢者人口は、令和２（2020）年から令和７（2025）年にかけて約3,500人増加

の20,000人となり、高齢化率は33.7％と推計されています。また、要介護・要支援認定者数

も増加が見込まれており、今後さらなる介護給付費の増加が予想されます。 

これらの状況に対応するため、本計画は団塊の世代が全員75歳以上となる令和７（2025）

と団塊ジュニア世代が65歳以上となる令和22（2040）年までの中長期的な視点に立ち、｢地

域包括ケアシステムの深化・推進｣を目指した施策の展開を図ります。 

４ ５つの基本方針 

○地域包括ケアシステムの強化・充実 

地域包括ケアシステムは、高齢者が住み慣れた地域でその人らしい生活を続けることがで

きるよう、保健・医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援していくことを目的としていま

す。介護予防ケアマネジメントや地域の包括的な支援・サービス提供体制（地域包括ケアシス

テム）等を通じて、地域住民の心身の健康の保持及び生活環境の整備等、生活安定のために必

要な援助を行っていけるよう、調整役を担う地域包括支援センター等の強化・充実を図りま

す。 

また、今後高齢者人口は増加傾向にあり、要介護高齢者も増加する見通しであることから、

新たな介護人財の確保が必須となります。介護人財の資質や技術の向上を図るとともに、介護

分野で働き続けることができるよう、環境の改善や介護技術の向上を図る取組み等を推進し

ていきます。 

成年後見制度については利用について適切に支援していきます。 

○介護予防・健康づくりの充実・推進 

健康寿命を延ばしていくため、中年期から健康意識を高めるとともに、運動習慣や規則正

しい食習慣の定着を図ることで、重症化を防止します。 

また、在宅医療・介護連携を計画的かつ効果的に推進するためには、地域の医師会等の協力

を得ることが必要です。各地域においてあるべき在宅医療・介護提供体制の姿を共有した上

で、在宅医療・介護連携推進事業の取組みを推進していきます。さらに、医療機関・介護事業

所との情報連携や相談窓口を利用した連携調整などを実施していきます。 
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○認知症施策の推進 

認知症施策は、認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせ

る社会を目指し、認知症の方やその家族の意見も踏まえて、「共生」と「予防」の施策を推進

することが重要です。 

今後増加が見込まれる認知症高齢者やその家族介護者が不安なく生活できるよう、市民に

対する認知症への理解と啓発を推進するとともに、関係機関と連携しながら介護予防と同様

に、運動・栄養・口腔・社会参加など幅広い視点で認知症予防を推進し、早期発見・早期対応

に努めます。 

○高齢者の活躍推進 

昨今の高齢期の過ごし方は、｢余生をゆったりと過ごす｣という考え方から、高齢者による

地域貢献が求められる傾向にあります。高齢者の一人ひとりが地域社会との関係を継続し、地

域の中で生きがいや役割を持って充実した生活を送ることができるよう、地域での支え合い

活動への支援体制を充実させるなど、高齢者を取り巻く環境へアプローチを進めていきます。 

○介護保険サービスの適正化 

介護サービスを必要とする高齢者を適切に認定し、適切なケアマネジメントにより、利用

者が真に必要とするサービスを見極めた上で、事業者がルールに従ってサービスを適切に提

供するよう促します。 

適切なサービスの確保とその結果としての費用の効率化を図ることで、介護保険制度への

信頼が高まり、持続可能な介護保険制度へとつながります。高齢者の自立した日常生活のため

に必要な質の高いサービスを提供していくと同時に、財源と人財をより効果的・効率的に活用

していく体制づくりに努めていきます。 
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５ 日常生活圏域と地域包括支援センター 

本市の日常生活圏域は、小学校区を基本として以下の13区域に区分し、各区域を担当する

6つの地域包括支援センターを配置することで、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を続

けられる体制としています。 

■ 日常生活圏域 

地域包括 
支援センター 

滝呂地域包括
支援センター 

太平地域包括
支援センター 

精華地域包括
支援センター 

南姫地域包括
支援センター 

北栄地域包括
支援センター 

笠原地域包括
支援センター 

小学校区 滝呂・養正 
昭和・池田・ 
脇之島 

精華・共栄 南姫・根本 小泉・北栄 市之倉・笠原 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

小泉 

南姫包括 精華包括 

滝呂包括 

笠原包括 

太平包括 

精華 

共栄 
南姫 

根本 

池田 

脇之島 

昭和 

養正 

滝呂 

笠原 

市之倉 

北栄 

小泉 

北栄包括 
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６ 地域共生社会の実現に向けて 

今後、高齢化が一層進む社会の中で、地域で高齢者の生活を支える「地域包括ケアシステム」

は、地域共生社会の実現に向けた中核的な基盤となるものです。 

その実現に向けては、「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する

法律（平成29（2017）年法律第52号）」により「社会福祉法（昭和26（1951）年法律第45

号）」が改正され、地域住民と行政などが協働し、公的な体制による支援とあいまって、地域や

個人が抱える生活課題を解決していくことができるよう、「我が事・丸ごと」の包括的な支援体

制の整備が市町村の努力義務とされました。 

これまで、介護保険制度においても地域包括ケアシステムを推進する観点から、共生型サー

ビスの創設の他、生活支援や介護予防、認知症施策などの地域づくりに関係する取組みを進め

てきましたが、「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律（令和２

（2020）年法律第52号）」においては、令和22（2040）年を見据えた地域共生社会の実現

を目指し、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の

構築の支援、地域特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の促進、医療・介

護のデータ基盤の整備の推進、介護人材確保及び業務効率化の取組みの強化、社会福祉連携推

進法人の創設など社会福祉法等に基づく社会福祉基盤の整備と介護保険制度の一体的な見直し

が行われました。 

今後は、包括的な支援体制の構築等の社会福祉基盤の整備と併せて、介護保険制度に基づく

地域包括ケアシステムの推進や地域づくり等に一体的に取組むことで、地域共生社会の実現を

目指します。 

また、「重層的支援体制整備事業」の取組みとして、高齢者・障がいのある方・子ども・貧困

などの属性に関わらず、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らしていける

まちづくりを推進します。 
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７ 計画の体系 

本計画の施策体系は以下のとおりです。 

 

基本 

理念 
基本方針 基本施策 

い
つ
ま
で
も
元
気
で
、
地
域
で
支
え
合
う
ま
ち 

～
地
域
共
生
社
会
の
実
現
～ 

１ 地域包括ケアシステムの 

強化・充実 

１-１ 地域包括支援センターの運営 

１-２ 生活支援体制の充実 

１-３ 地域で住み続けられる環境整備 

１-４ 介護人財の確保・育成 

１-５ 成年後見制度の利用促進 

２ 介護予防・健康づくりの 

充実・推進 

２-１ 一般介護予防の推進 

２-２ 在宅医療・介護の連携強化 

３ 認知症施策の推進 

３-１ 認知症に対する理解と啓発 

３-２ 認知症予防の推進と早期発見支援 

３-３ 認知症高齢者等とその家族への支援 

４ 高齢者の活躍推進 
４-１ 役割を持てる生活への支援 

４-２ 地域の支え合い活動の支援 

５ 介護保険サービスの 

適正化 

５-１ 介護保険サービスの適正な提供 

５-２ 介護保険事業の適正な運営 

５-３ 災害・感染症予防対策への支援 

 

 



 

 

 


